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医療分（一般） 
 
県全体の医療費（保険給付費見込額）を推計し、 

県全体の保険給付費見込額【約 520 億円】 

 
県へ入る公費などを控除し納付金算定基礎額を求める 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金、前期高齢者交付金等） 

【約 384 億 2 千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 135 億 8 千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（医療分・一般） 
 
  

事業費納付金（医療分・一般）  
 
出産育児一時金 

葬祭費 

保健事業 等 

 
一般被保険者の保険給付費 

（療養給付費・療養費・高額療養費・ 

高額介護合算療養費・移送費・審査支払手数料） 

＜応能部分＞ 

0.8641633147355 (※) 

（46％） 

＜応益部分＞ 

1 

（54％） 

浜田市に直接入る公費 

（浜田市の特別事情や実績に 

応じて交付される公費） 
保険料で集める額 

保険給付費等交付金 
（普通交付金の一般被保険者分） 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8641633147355（数値は本係数のもの） 
   
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

 事業費納付金 納付金対象外経費 
 浜田市に直接 

入る公費 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 
調整後の必要保険料額 

医 療 分 1,174,924,524 円 137,952,040 円 ＝ 431,478,671 円 881,397,893 円＝       

     軽減額 141,558,495 円    

     ＋739,839,398 円 → 96.10％ 769,864,098 円（一般）    

各市町村の医療費水準・所得水準等に 

基づき按分する 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

医療費 

水準を 

反映 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

B 市納付金 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（医療分・一般） 

標準保険料率 令和元年度 令和元年度 増減額

算定ベース（本係数） 当初予算計上額 保険料所要額積算 （積算額－当初予算額）

(d) 1,174,924,524 1,189,075,000 1,174,924,524 ▲14,150,476 決定通知額のとおり

保健事業費 ＋ 20,768,160 15,364,000 15,364,000 0 

直診勘定操出金 ＋ 25,781,000 25,781,000 29,063,000 3,282,000 平成30年度交付実績額と同額

出産育児諸費 ＋ 10,085,040 10,086,000 10,085,040 ▲960 県試算額のとおり

葬祭諸費 ＋ 3,300,000 3,300,000 3,300,000 0 　　〃

育児諸費 ＋ 0 0 0 0 なし

その他保険給付 ＋ 0 0 0 0 なし

条例減免に要する費用(保険料分) ＋ 3,584,600 0 0 0 減免分は当初予算計上していない

条例減免に要する費用(一部負担金分) ＋ 0 0 0 0 なし

医療費適正化対策費用 ＋ 0 7,713,000 7,713,000 0 

特定健康診査等に要する費用 ＋ 62,712,000 64,146,000 64,146,000 0 

その他基金（返済分） ＋ 0 0 0 0 なし

その他基金（積立分） ＋ 0 0 0 0 なし

総務管理費（保険料転嫁分） ＋ 6,781,000 6,781,000 0 国保情報集約システム管理手数料・連合会負担金

共同事業拠出金（事務費拠出金） ＋ 3,000 1,000 ▲2,000 

一時借入金利子 ＋ 1,000 0 ▲1,000 

予備費（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 予備費の財源は国保基金のため0

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 1,499,000 1,499,000 0 レセプト点検事業

加算額合計 ① 126,230,800 134,674,000 137,952,040 3,278,040 

保険者支援制度（医療分） － 78,493,527 76,513,000 70,085,255 ▲6,427,745 

算定可能な特別調整交付金 － 92,069,000 83,025,000 120,351,000 37,326,000 県から示された内示額－直診29年度交付実績差額

算定可能な県繰入金 － 52,784,429 53,568,000 52,784,429 ▲783,571 県から示された内示額のとおり

保険者努力支援制度 － 18,790,000 18,423,000 18,790,000 367,000 国から示された内示額のとおり

特定健康診査等負担金 － 20,718,800 20,719,000 20,718,800 ▲200 県試算額のとおり

激変緩和分（県繰入金の一部） － 0 0 0 0 なし

過年度の保険料収納見込額 － 26,362,829 18,093,000 18,093,000 0 当初予算計上時の試算額

出産育児一時金繰入金 － 6,720,000 6,720,000 6,720,000 0 出産育児一時金給付見込額の2/3

財政安定化支援事業（負担能力） － 86,535,000 69,228,000 69,228,000 0 県が示した平成29年度の繰入額

財政安定化支援事業（過剰病床） － 4,390,000 8,780,000 8,780,000 0 　　〃

財政安定化支援事業（年齢構成差） － 26,376,000 18,840,000 18,840,000 0 　　〃

一般会計繰入金（地単カット分） － 25,036,500 25,306,000 25,306,187 187 平成29年度カット確定額と同額

その他に見込む交付金等収入 － 1,782,000 1,782,000 0 一部負担金＋繰越金＋加算金＋過料＋雑入＋保健事業繰入金

減算額合計 ② 438,276,085 400,997,000 431,478,671 30,481,671 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋①－②） (e) 862,879,239 922,752,000 881,397,893 ▲41,354,107 

収納率 (s) 96.10% 96.00% 96.10% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 897,897,231 961,200,000 917,167,422 ▲44,032,578 

保険料軽減見込額（医療分） ③ 184,229,361 146,881,000 141,558,495 ▲5,322,505 

軽減後保険料収納必要額（(e)－③） 678,649,878 775,871,000 739,839,398 ▲36,031,602 

10,350人 10,247人 ▲103人 

74,963円 72,201円 ▲2,762円 

78,087円 75,131円 ▲2,956円 

808,198,958円 769,864,098円 ▲38,334,861円 

科　　　　目 備　　　　考

事業費納付金額（一般・医療分）

事
業
費
納
付
金
に
加
算
す
る
項
目

事
業
費
納
付
金
か
ら
減
算
す
る
項
目

一般被保険者見込数 

１人あたり保険料（収納率勘案前）

１人あたり保険料（収納率勘案後）

医療分必要保険料額（収納率勘案後）  
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支援金分（一般） 
 
県全体の後期高齢者支援金を推計し、 

県全体の後期高齢者支援金見込額【約 75 億 6 千万円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 34 億 7 千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 40 億 9千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（支援金分・一般） 
 
  

事業費納付金（支援金分・一般） 

＜応能部分＞ 

0.8669746071315 (※) 

（46％） 

＜応益部分＞ 

1 

（54％） 

浜田市に直接入る公費 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 
保険料で集める額 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8669746071315（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

 事業費納付金 
 浜田市に直接 

入る公費 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 
調整後の必要保険料額 

支援金分 281,165,580 円 ＝ 30,066,005 円 251,099,575 円＝    

    軽減額 49,730,983 円    

    ＋201,368,592 円 → 96.10％ 209,540,678 円（一般）    
 

各市町村の所得水準等に基づき按分する 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

B 市納付金 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（支援金分・一般） 

標準保険料率 令和元年度 令和元年度 増減額

算定ベース（本係数） 当初予算計上額 保険料所要額積算 （積算額－当初予算額）

(d) 281,165,580 293,853,000 281,165,580 ▲12,687,420 決定通知額のとおり

条例減免に要する費用 ＋ 1,133,000 0 0 0 減免分は当初予算計上していない

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 

加算額合計 ① 1,133,000 0 0 0 

保険者支援制度（支援金分） － 25,377,814 26,508,000 24,218,005 ▲2,289,995 

過年度の保険料収納見込額 － 5,848,000 5,848,000 0 当初予算計上時の試算額

その他に見込む交付金等収入 － 0 0 0 なし

減算額合計 ② 25,377,814 32,356,000 30,066,005 ▲2,289,995 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋①－②） (e) 256,920,766 261,497,000 251,099,575 ▲10,397,425 

収納率 (s) 96.10% 96.00% 96.10% 96.00% 

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 267,347,311 272,392,708 261,289,880 ▲10,830,651 

保険料軽減見込額（支援金分） ③ 54,769,280 51,601,000 49,730,983 ▲1,870,017 

軽減後保険料収納必要額（(e)－③） 202,151,486 209,896,000 201,368,592 ▲8,527,408 

10,350人 10,247人 ▲103人 

20,280円 19,651円 ▲629円 

21,125円 20,449円 ▲676円 

218,641,667円 209,540,678円 ▲9,100,988円 

備　　　　考

事業費納付金額（一般・支援金分）

一般被保険者見込数 

１人あたり保険料（収納率勘案前）

１人あたり保険料（収納率勘案後）

加
算
項
目

減
算
項
目

支援金分必要保険料額（収納率勘案後）

科　　　　目
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介護分 
 
県全体の介護納付金を推計し、 

県全体の介護納付金見込額【約 23 億 8 千万円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 9億 7千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 14 億 1千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（介護分） 
 
  

事業費納付金（介護分） 

＜応能部分＞ 

0.8616072809118 (※) 

（46％） 

＜応益部分＞ 

1 

（54％） 

浜田市に直接入る公費 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 
保険料で集める額 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8616072809118（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

 事業費納付金 
 浜田市に直接 

入る公費 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 
調整後の必要保険料額 

介 護 分 77,969,604 円 ＝ 7,937,856 円 70,031,748 円＝    

    軽減額 9,750,749 円    

    ＋60,460,999 円 → 96.22％ 62,914,671 円（一般＋退職） 
 

各市町村の所得水準等に基づき按分する 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

B 市納付金 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（介護分・一般） 

標準保険料率 令和元年度 令和元年度 増減額

算定ベース（本係数） 当初予算計上額 保険料所要額積算 （積算額－当初予算額）

(d) 77,969,604 76,249,000 77,969,604 1,720,604 一般＋退職分決定通知額のとおり

基盤安定繰入金（介護分退職） ＋ 128,000 0 0 0 

条例減免に要する費用 ＋ 272,000 0 0 減免分は当初予算計上していない

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 なし

加算額合計 ① 400,000 0 0 0 

保険者支援制度（介護分） － 6,524,417 5,337,000 4,594,856 ▲742,144 

過年度の保険料収納見込額 － 3,343,000 3,343,000 0 当初予算計上時の試算額

その他に見込む交付金等収入 － 0 0 0 なし

減算額合計 ② 6,524,417 8,680,000 7,937,856 ▲742,144 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋①－②） (e) 71,845,187 67,569,000 70,031,748 2,462,748 

収納率 (s) 96.22% 96.00% 96.10% 96.00% 

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 74,667,623 70,384,375 72,873,827 2,565,363 

保険料軽減見込額（介護分） ③ 13,955,506 10,667,000 9,570,749 ▲1,096,251 

軽減後保険料収納必要額（(e)－③） 57,889,681 56,902,000 60,460,999 3,558,999 

2,680人 2,722人 42人 

21,232円 22,212円 980円 

22,117円 23,113円 996円 

59,272,917円 62,914,671円 3,641,754円 

備　　　　考

事業費納付金額（介護分）

加
算
項
目

減
算
項
目

一般被保険者見込数 

１人あたり保険料（収納率勘案前）

１人あたり保険料（収納率勘案後）

介護分必要保険料額（収納率勘案後）

科　　　　目

 

 

 

 


